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 加算を取得していても、実際には加算

による給付額よりも少額の手当で対応し

ている法人も散見されます。介護職員処

遇改善加算では、その取り扱いの説明の

中で処遇改善の内容を全職員に周知しな

ければならないとしており、そうした法

人に対しては、以下の事について確認す

る必要があります。 

・取得する加算の種類（Ⅰ～Ⅳあり）    

・加算による給付の総額         

・加算による処遇改善の項目、内容    

・処遇改善にかかる費用（項目ごと）   

 3 月 17 日に出された「加算に関する取扱い」

によれば、加算を取得していても経営悪化等に

より例外的に賃金水準を引き下げることが認

められるとされています。しかし、その場合に

も「適切に労使の合意を得るなど必要な手続き

をとること」等とされており、労働条件の不利

益変更と同様、一方的な切り下げはできないと

しています。また、状況が改善した場合には賃

金水準を元に戻さなければ 

ならないとしています。 

現に、引き下げ提案 

がされている法人もあ 

り、労働組合がしっか 

りと監視していく必要 

があります。 

 15 春闘では、介護職員処遇改善加算

（以下、加算）を活用したベアの実現を

求めようと意思統一してたたかいをす

すめてきました。 

これまで、30 単組・支部から加算を

活用した処遇改善の報告が寄せられて

います。中でも、全ＪＣＨＯ病院労組や

五和の園労組（京都）、松寿苑分会（和

歌山）、では大幅な改善を勝ち取ってい

ます。また、根室医療福祉労組（北海道）

や埼玉民医労、津山医療生協（岡山）、

長崎民医労ではベア回答を引き出して

います。加算の取得・活用について未定

の法人もありますが、必ず加算を取得さ

せ、処遇改善につなげさせましょう。 

  

加算による処遇改善の実施状況（抜粋） 


